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こ の冊子は音声コ ード 付き です。

左のマーク が音声コ ード で、コ ード の位置を 示すために切り 込みを 入れています。

スマート フ ォン のアプリ や専用の読み上げ装置を 使用し て 読み取るこ と で、音声で 内容を 聞き 取るこ と がで きます。
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■大田区持続可能な 自治体経営実践戦略

　 区は、令和６ 年３ 月に策定し た 新た な 基本構想で、将来像「 心やすら ぎ 　 未来へはば

たく 　 笑顔のま ち 　 大田区」 を 掲げまし た 。こ れを 実現する ための道筋と なる のが、こ

の基本計画で、より 具体的なビ ジョ ン を 掲げていま す。

　 めざ すビ ジョ ン は３ つ、「 心豊かに日々の生活を 送れるまち」「 機能的な 都市づく り が

進むま ち 」「 デジ タ ル技術を 活用し た 利便性の高いま ち 」 で す。 区民の皆様の生活を 支

えるソ フ ト 施策の充実や、将来を 見据え た ハード 整備に 加え 、今や我々の生活に欠く こ

と ので き な いデジタ ルの視点から 、めざ すまち の姿を 描き まし た 。 区民の皆様と 力を 合

わせな がら 、こ のビ ジョ ン を 実現し 、こ ど も・ 若者から 高齢の方ま で、皆様から「 住み続

けたい」 と 思っていた だける 大田区を つく ってまいり ま す。

　 ビ ジョ ン に加え 、課題にも し っ かり と 向き あっていま す。「 少子化」「 つな がり の希薄

化」「 担い 手不足」 、こ れら を 分野横断的かつ中長期的に 取り 組むべき 共通課題と し て

明確化する こ と で、地に足の着いた 計画と いたし まし た 。ま た 、区を 取り 巻く 国内外の

情勢がめまぐ るし く 変化する 中においても 、計画の実効性を 高めるための仕組みも 導入

し ていま す。 基本計画と 一体で 策定し 、個々の事業を 定めた 実施計画は、状況の変化や

検証評価を 踏ま え 、毎年度、更新する こ と と し まし た 。 スピード 感と 柔軟性を 持って 計

画を 進めてまいり ま す。

　 計画を 着実に推進する ためには、区が 有する 限ら れた 経営資源を 最大限、有効に活

用する 必要があり ま す。こ のた め、自治 体と し ての区を 経営する に当たっての考え 方等

を まと めた 、持続可能な 自治 体経営実践 戦略を 、基 本計画と 合わせて 策定し まし た 。

新たに定めた 経営理念のも と 、人材育成、業務の効率化、多様な 主体と の連携・ 協働、

情報発信、強靱な 財政基盤の構築、公共施設マネジメ ント など、幅広い 取組を 実践し て

まいり ま す。

　 結びに、計画の策定に当たり 、貴重なご 意見やご 提案を お寄せいた だいた 皆様に、心

より 感謝申し 上げま す。

   誰 も が 住 み 続 け た い 大 田 区へ

令和７ 年３ 月

大田区長



1 計画の目的　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 基本計画は、区の施策を 総合的かつ体系的に示すこ と により 、基本構想で 掲げた

将来像「 心やすら ぎ 　 未来へはばたく 　 笑顔のまち 　 大田区」 を 実現するこ と を目的と しています。

■大田区基本計画

1

2 計画の期間

　 基本構想は、令和2 2 年ごろ（ 2 0 4 0 年ごろ） を目標年次としています。

　 基本計画の計画期間は、令和７ 年度から 令和1 4 年度（ 2 0 3 2 年度） まで の８ 年間を 第１ 期、令和1 5

年度（ 2 0 3 3 年度） から 令和2 2 年度（ 2 0 4 0 年度） まで の８ 年間を 第２ 期と し 、今回策定し たのは第１

期です。それぞれ４ 年目に中間見直し を 行い、それまで の評価や区を 取り 巻く 状況の変化を 踏まえ た

見直し を 行います。実施計画の計画期間は３ 年間と し 、毎年度、更新し ます。

計画の基本的な考え方第     章

基
本
構
想

基
本
計
画

実
施
計
画

基本構想 【 目標年次： 令和2 2 年ごろ（ 2 0 4 0 年ごろ ）】

第1期基本計画： 8 年間（ 令和7～14 ）

毎年度更新

4 年間（ 令和7～10 ）

実施計画： 3 年間

4 年間（ 令和11～14 ）

評価・ 見直し

新規
策定

新規
策定毎年度更新

第2 期基本計画： 8 年間（ 令和15 ～2 2 ）

4 年間（ 令和19 ～2 2 ）4 年間（ 令和15 ～18 ）

評価・ 新規策定 評価・ 新規策定

R7

2 0 2 5

R8

2 0 2 6

R9

2 0 2 7

R10

2 0 2 8

R11

2 0 2 9

R12

2 0 3 0

R13

2 0 31

R14

2 0 3 2

R15

2 0 3 3

R16

2 0 3 4

R17

2 0 3 5

R18

2 0 3 6

R19

2 0 3 7

R2 0

2 0 3 8

R21

2 0 3 9

R2 2

2 0 4 0

評価・ 見直し

第１ 期と 第２ 期の連続性を 確保

年
度

3 計画の位置付け

　 基本構想、基本計画、実施計画を 合わせて、総合計画と 位置付け、総合計画と 個別計画は、計画間

調整を 図り ます。

　 総合計画及び個別計画を下支えするも のと し て、区の経営資源を 最適化し 、最大限に活用するこ と

で、持続可能性を 確保する「 持続可能な自治体経営実践戦略」 を 位置付けます。

基本構想： 令和2 2 年ごろ（ 2 0 4 0 年ごろ） の大田区のめざ すべき 将来像を 提示し 、

　 　 　 　  今後のまちづく り の方向性を 明ら かにし た、区の最上位の指針

基本計画： 基本構想で 掲げた将来像を 実現するための施策等をまと めたも の

実施計画： 基本計画の施策等を 推進するための具体的な事業及びその年度別計画を

　 　 　 　  まと めたも の

基本構想

基本計画

実施計画

持続可能な自治体経営実践戦略

おおた教育ビジョ ン 大田区地域福祉計画

など

おおた健康プラン 大田区産業振興ビジョ ン

大田区地域防災計画 大田区都市計画マスタ ープラン

計画間調整

総
合
計
画

個
別
計
画

下支え

01 02計画の基本的な 考え 方大田区基本計画
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4 職員数見通し

　 適正な 職員定数を 維持するために、こ れまで 職員定数基本計画等に基づき、業務の見直し と 職員

定数の縮減に努めてきまし た 。一方で、職員定数を 縮減するだけで はなく 、新たに発生する 幅広い行

政需要に対応するため、執行体制の強化にも 努めてきまし た。

　 近年、少子高齢化の進行に伴う 労働力人口の動向など を 背景に、必要な 職員数の確保が困難と

なっています。 加えて、定年退職を 迎

える 職員は高水準で 推移すると と も

に、普通・ 勧奨退職を する 職員も 増

加しています。

　 今後も 、時代の変化と と も に生ま

れる 新た な 行政 需要に 対応する た

め、業務量の増加が見込まれま す。

実際に働く 職員数は近年の動向を 踏

ま える と 減少し て いく こ と が見込ま

れる ため、より 一層効率的な 組織運

営を 行う こ と が不可欠と なり ます。

現員数・ 配分定数の推計
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現員数

推計

配分定数
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4,229

4,380

3,936

3,570

3,793

3,561

3,615

3,670

大田区の総人口の推移

注１ ： 各年1 月1 日時点の人口で、令和６ 年以前は実績値、令和７ 年以降は推計値

注 2 ： 令和７ 年以降の人口は、コ ーホート 要因法により 推計  

資料：（ 令和６ 年以前） 大田区住民基本台帳を 基に作成

       （ 令和７ 年以降） 大田区人口推計（ 令和６ 年４ 月） を 基に作成

資料： 所管課実績を 基に作成 

1 大田区の特徴

2 計画策定の背景第     章

2 大田区の人口

　 大田区の近年の総人口は、転入者数が転出者数を 上回る 転入超過により 増加し 続け、平成2 6 年に

は7 0 万人を 超えまし た。その後も 増加傾向は続いていまし たが、新型コ ロナウイルス感染症の流行に

より 、令和２ 年は転入超過数が大幅に減少し 、令和３ 年には2 ,0 0 0 人以上の転出超過と なり 、総人口

は減少し まし た 。その後、令和５ 年に約6 ,0 0 0 人の転入超過と なっ たため、令和６ 年は前年比で 総人

口が増加し まし た。

　 令和７ 年以降の人口推計で は、当面の間、増加傾向で 推移し ま すが、令和2 4 年ごろ（ 2 0 4 2 年ご

ろ） をピーク に減少傾向に転じ る見込みです。

3 財政見通し

　 質の高い区民サービ スの提供を 維持し 、自然災害や新たな感染症の蔓延などの予期せぬ財政需要

への機動的な 対応や、未来への投資を 着実に推進するためには、財政の持続可能性を 確保するこ と

が不可欠です。

　 そのため、区は以下の財政指標の目標値を 定め、絶えず施策の新陳代謝に取り 組み、経常収支比率

を 適正水準に維持すると と も に、計画的な 基金残高の確保や特別区債の戦略的な 活用など、財政対

応力を 発揮し 、将来にわたり 強靱な財政基盤を 構築し ます。

5 公共施設マネジメ ン ト

　 高度経済成長期に、数多く の整備を 進めてきた公共施設等は、今後、一斉に更新時期を 迎えます。

　 こ のよう な状況を 踏まえ、中長期的な視点を 持って、公共施設等の計画的な維持・ 更新、長寿命化に

よる 財政負担の軽減、平準化を 図る など、総括的な管理を 行う ため、「 大田区公共施設等総合管理計

画」（ 平成2 9 年３ 月策定、令和４ 年３ 月改訂） を 策定し 、公共施設マネジメ ント を推進してきまし た。

　 今後も 、社会経済情勢等の変化や社会的要請への対応により 、公共施設の延床面積の増加が予測

さ れる 中、引き 続き、大田区公共施設等総合管理計画で 掲げたと おり 、公共施設の延床面積を、平成

2 7 年と 比べて令和4 2 年（ 2 0 6 0 年） までに、おおむね１ 割程度総量削減するこ と を目

標と して、長期的な視点に立った持続可能な公共施設マネジメ ント を 推進し ます。

03 04計画策定の背景大田区基本計画

総人口は2 3 区で３ 位

人 口

世田谷区

練馬区

大田区

足立区

江戸川区

板橋区

杉並区

江東区

葛飾区

品川区

923,210

745,927

740,519

698,276

693,570

578,914

577,147

541,685

469,916

412,786

資料： 住民基本台帳による世帯と 人口： 毎月（ 東京都） を 基に作成

（ 令和７ 年１ 月１ 日時点）

経常収支比率

8 0 % 台

財政基金残高

3 0 0 ～4 0 0 億円程度

（ 標準財政規模の2 0 ％程度）

公債費負担比率

３ ～５ ％程度

面 積

6 1. 8 6 ㎢  2 3 区で 1位

資料： 全国都道府県市区町村別面積調（ 国土地理院）

（ 令和６ 年1 0 月１ 日時点）

調布
大森

蒲田
糀谷・ 羽田

年 齢

年齢構成

資料： 区住民基本台帳データ（ 令和７ 年１月１日時点）

15 ～ 6 4 歳
0 ～ 14 歳 6 5 歳以上

67.8 % 22 .2 %10 .0 %

財 政

区の歳出を１ 万円と すると・・・

最も 大きい歳出は民生費、5 ,5 8 6 円

総務費

879円

衛生費

787円

土木費

844円

教育費

1,450円

公債費

55円

民生費

5,586円

その他

399円

資料： OTAシティ・ マネジメント レポート (令和５ 年度決算版） を基に作成

区民のおよそ23人に１ 人が外国人

外国人

資料： 区住民基本台帳データ（ 令和７ 年１月１日時点）

注： 令和７ 年の外国人区民比率 4 .3 %

世界と つながる日本の玄関口、
羽田空港

空 港



　 基本構想は、令和2 2 年ごろ（ 2 0 4 0 年ごろ） を目標年次と し 、大田区の将来像「 心やすら ぎ

未来へはばたく 　 笑顔のまち 　 大田区」 を 掲げています。

　 基本計画は、こ れを 実現するための施策等をまと めたも ので、第１ 期の期間は８ 年間です。

　 令和2 2 年（ 2 0 4 0 年） 以降、大田区では人口減少が見込まれています。人口規模が縮小すると いう 大

き な時代の転換期を目前に控える中において、今の時代の社会動向を 踏まえた上で、８ 年後（ 令和14 年

（ 2 0 3 2 年） ） に実現すべき具体的なまちの姿を 掲げます。こ れにより 、すべての施策でめざ すべき 方向

性を 合わせ、施策を 総合的に推進する効果を 高めます。

　 基本計画を 構成する施策は、区民の生活を 支えるソ フト 面の施策と 、中長期的な視点で 都市づく り を

行う ハード 面の施策に大きく 分けら れます。また、双方に共通し て、デジタ ル技術を 活用する 取組につ

いて、各施策に幅広く 位置付けています。

　 こ れら３ つの視点から 、８ 年後（ 令和14 年（ 2 0 3 2 年） ） のまちの姿を 掲げ、実現するこ と で、こ ども・

若者から 高齢の方まで、多く の人が住み続けたいと 思える大田区をつく り ます。

子育てのし やすさ や、地域と のつな がり 、保健・ 福祉サービ スの充実など を 実感できると と も に、子育てのし やすさ や、地域と のつな がり 、保健・ 福祉サービ スの充実など を 実感できると と も に、

文化やスポーツ、学びなど、それぞれの価値観やラ イフ スタ イルに応じ て自由に活動ができる文化やスポーツ、学びなど、それぞれの価値観やラ イフ スタ イルに応じ て自由に活動ができる

多様な選択肢があるこ と で、心豊かに生活を 送るこ と ができるまちになっています。多様な選択肢があるこ と で、心豊かに生活を 送るこ と ができるまちになっています。

第１ 期基本計画（ ８ 年間） 2 8 施策 第２ 期基本計画（ ８ 年間） 人口減少

令和７ 年 令和14 年（ 2 0 3 2 年） 令和2 2 年（ 2 0 4 0 年）

８ 年後（ 令和1 4 年（ 2 0 3 2 年））のまち の姿
心やすら ぎ 　 未来へはばたく

笑顔のまち 　 大田区

デジタル技術は、地域社会の生産性や区民の利便性を 飛躍的に高めます。日々進展するデジタルデジタル技術は、地域社会の生産性や区民の利便性を 飛躍的に高めます。日々進展するデジタル

技術をまちづく り に取り 込んでいく こと は、まちの未来を大きく 左右します。行政手続をはじ め、技術をまちづく り に取り 込んでいく こと は、まちの未来を大きく 左右します。行政手続をはじ め、

あら ゆる分野において、デジタル技術を 最大限に活用すること で、利便性の高いまちになっています。あら ゆる分野において、デジタル技術を 最大限に活用すること で、利便性の高いまちになっています。

駅周辺や公共施設、道路や公園、学校等の更新や民間活力による 都市開発が続いています。駅周辺や公共施設、道路や公園、学校等の更新や民間活力による 都市開発が続いています。

新し さ に加え、誰にとっても 使いやすく 、強靱で、環境にも 配慮さ れた、機能的な都市づく り が新し さ に加え、誰にとっても 使いやすく 、強靱で、環境にも 配慮さ れた、機能的な都市づく り が

計画的に進んでいます。計画的に進んでいます。

受付完了

申請

ICTを 活用し た
授業

どう さ れまし たか？

診察を
お願いし ます

点検中

相談し たい
のですが

大
田
区
役
所

3 ８ 年後の大田区第     章

心豊かに日々の生活を送れるまち デジタル技術を活用した利便性の高いまち

機能的な都市づく り が進むまち
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● 共通課題１  少子化

● 共通課題２  つながり の希薄化

● 共通課題３  担い手不足

　 前章の「 ８ 年後の大田区」 の実現に向けた取組を 進めるためには、多く の課題があり ます。その中で

も 特に、令和2 2 年（ 2 0 4 0 年） 以降に想定さ れる人口減少社会を 見据え、地域の活力を 維持し 、発展し

ていく ために区が意識すべき 課題を、基本計画において「 共通課題」 と 定義し ます。

　 共通課題は、分野横断的かつ中長期的な視点から 取り 組む必要性が高く 、地域社会全体にも 共通す

るも のです。

　 また、計画実現のために、区だけでなく 、大田区に関わるすべての人々の間で 共有すべきも ので も あ

り ます。

　 共通課題に関連する 取組は、実施計画で 示し ます。 現時点から 必要な 対策を 講じ るこ と で、基本計

画を 着実に推進していきます。

4 計画実現のために共有すべき
大田区の課題（ 共通課題）第     章

　 平成2 7 年、 大田区の合計 特 殊出生率は

1 . 2 1 、出生数は5 , 8 9 7人で し た が、こ れを

ピーク に 減少 傾向に あり 、令 和５ 年には、

0 . 9 6 、 4 , 5 4 8 人にま で 減少し て いま す。

ま た 、 区の年少人口（ ０ ～1 4 歳 人口） は、

3 ,0 0 0 人を 超える 転出超過が４ 年以上続い

ています。

　 区の人口推計では、令和14 年（ 2 0 3 2 年） の

年少人口は6 9 ,8 8 2 人と 、令和６ 年の7 5 ,4 7 2

人から 約5 ,6 0 0人減少する見込みです。

　 こ の状況を 踏ま え 、区は、こ ど も・ 子育て

施策や教育 施策にと ど まる こ と なく 、 区の

総力を 挙げ て、 国が示す「 こ ど も ま ん な か

社会」 の考え 方を 踏ま え た 取 組や、住ま い

方を 含む、子育て 世帯の定住促進につな が

る 子育て環境の充実など を 一層推進するこ

と が求めら れていま す。

　 都市部におけるつな がり の希薄化は、こ

れまで も 危惧さ れてきまし たが、新型コ ロ ナ

ウイルス感染症の流行による 、他者と の直接

的なコ ミ ュニケーショ ン の大幅な 制限は、孤

独・ 孤立の問題を 一層顕在化、深刻化さ せま

し た。

　 区においても 、区民のおよそ４ 人に１ 人が、

普段社会から の孤立を 感じ ること があると い

う 調査結果が示さ れており 、こ のほか、高齢

単身世帯（ ひと り 暮ら し の高齢者） も 今後ま

すます増加していく と 見込まれています。

　 他者と のつながり の重要性を 強く 認識し 、

人と 人と の交流が豊かな 地域づく り や、居心

地のよい場所の充実が求めら れています。

　 日本の生産年齢人口（ 1 5 ～6 4 歳人口）

は、平成７ 年の約8 ,7 0 0 万人を ピーク に 減

少し 、令和５ 年には約7 ,4 0 0 万人と なり まし

た。こ の傾向は今後も 続く こ と が見込まれて

います。また、女性や高齢者の労働参加が進

んだこ と など により 、いわゆる 働き 手の予備

軍も 大きく 減少しています。

　 区においても 、福祉分野における 介護人

材不足や、も のづく り や商業分野における 後

継者不足等のほか、地域における自治会・ 町

会や地域活動団体で の担い手不足が課題と

なっています。

　 新たな 担い 手の確保に加え 、生産性の向

上や、将来の地域を 担う 人材の育成に向けた

取組を 進めるこ と が求めら れています。
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基本目標 11
未来を 創り 出すこ ども たち が

夢と 希望を も っ て健やかに育つまち

基本目標 22
文化を 伝え 育み

誰も が笑顔で い き い き 暮ら すま ち

基本目標 33
豊かな 環境と 産業の活力で
持続的に 発展する ま ち

基本目標 44
安全・ 安心で 活気と
やすら ぎ のあ る 快適な ま ち

心
や
す
ら
ぎ

　
未
来
へ
は
ば
た
く

　
笑
顔
の
ま
ち

　
大
田
区

将 来 像将 来 像
１ -１  こども の権利が守ら れ、こども たち が自分ら し く 育つ環境づく り

１ -２  こども・ 子育て 家庭を 地域や社会全体で 支える 環境づく り

１ -３  豊かな 人間性と 確かな 学力を 身に付け、グロ ーバル社会を 創造的に生きるこども の育成

１ -４  一人ひと り が自分ら し く 学べ、個性と 能力を 伸ばす教育環境の整備

施

策

２ -１  高齢者一人ひと り が充実し た 暮ら し を 送る ための環境の整備

２ -２  本人の意思に寄り 添う 権利擁護の推進

２ -３  障がいの有無等にかかわら ず、安心し て 暮ら せる 支援の充実

２ -４  人や地域と のつな がり でお互いに支えあう 体制づく り

２ -５  人々の相互理解と 交流の促進

２ -６  地域全体での健康づく り の推進と 地域医療の充実

２ -７  スポーツ の楽し さ が広がる 環境の整備

２ -８  心と き めく 豊かな 地域を つく る 　 文化資源の創造と 継承

２ -９  生涯にわたる 学びの支援

施

策

３ -１  脱炭素化の推進と 豊かな自然の継承

３ -２  持続可能な 循環型社会の構築

３ -３  区内企業の自己変革の促進

３ -４  も のづく り の次世代への承継と 立地支援

３ -５  新たな 挑戦への支援と 企業同士の交流・ 連携機会の創出

３ -６  活気あふれる 商店街づく り と 魅力ある 観光資源の創出・ 発信

施

策

４ -１  災害に強く 回復し やすい減災都市の実現

４ -２  地域力を 活かし た 防災対策の推進

４ -３  治安がよい美し いまち の実現

４ -４  地域の魅力を 活かし た 拠点づく り

４ -５  誰も が移動し やすく 利便性の高い多様な 交通ネッ ト ワーク の形成

４ -６  誰も が快適に暮ら し 過ご せる 都市基盤と 住環境の整備

４ -７  世界と 日本を つなぐ 空港臨海部のまち づく り

４ -８  多彩で 魅力ある 公園・ 緑地づく り

４ -９  水と みどり のネッ ト ワーク でやすら げる 環境づく り

施

策

1 施策の体系

5 施策第     章
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基本目標

1

施策１ -１ こ ど も の権利が守ら れ、こ ど も たちが自分らし く 育つ環境づく り

未来を創り 出すこどもたちが

夢と 希望をもって健やかに育つまち

施策１ -２ こ ども・ 子育て家庭を 地域や社会全体で 支える 環境づく り

施策１ -３
豊かな 人間性と 確かな 学力を 身に付け、
グロ ーバル社会を 創造的に生きるこ ども の育成

施策１ -４ 一人ひと り が自分ら し く 学べ、個性と 能力を 伸ばす教育環境の整備

基本目標

２

施策２ -１ 高齢者一人ひと り が充実し た暮らし を 送るための環境の整備

文化を伝え育み

誰もが笑顔でいきいき暮らすまち

施策２ -２ 本人の意思に寄り 添う 権利擁護の推進

施策２ -３ 障がいの有無等にかかわらず、安心し て暮ら せる支援の充実

施策２ -４ 人や地域と のつな がり でお互いに支えあう 体制づく り

施策２ -５ 人々の相互理解と 交流の促進

2 各施策

①こ ども・ 若者の意見を尊重する 取組の推進

②こ ども の命と 安全を 守る児童相談支援体制の構築

③こ ども・ 若者が安全・ 安心に過ご せる多様な居場所づく り

④「 貧困の連鎖を 断ち切る」 相談支援体制の充実

①妊娠期から 切れ目なく 子育て家庭を 支える支援の充実

②こ ども の健やかな成長を 支える 保健体制の充実

③仕事と 子育ての調和がと れた暮らし の実現

④こ ども・ 若者の健やかな成長と 子育てを 支える 地域づく り

①予測困難な 未来社会を 創造的に生きる力の育成

②世界と つながる国際都市おおたを 担う 人財の育成

③確かな学力・ 豊かな 心・ 健やかな体の育成

④こ ども たちの可能性を 引き出す学校力・ 教師力の向上

①自分らし く いきいきと 生きるための学びの支援

②柔軟で 創造的な学習空間と 安全・ 安心な教育環境づく り

①高齢者の見守り 体制の強化・ 推進

②共生と 予防を 軸と し た認知症高齢者への支援

③高齢者の就労・ 地域活動の支援

④介護人材対策の推進と 介護サービ ス基盤の充実

①権利擁護の正し い理解と 周知啓発

②地域の担い手の育成と 相談体制の拡充

③地域連携ネッ ト ワーク の強化

①相談支援体制の充実・ 強化

②障がい者等の地域生活の支援

③障がいへの理解の推進

①多様な 主体が参加する支えあいのネッ ト ワーク の構築

②自治会・ 町会と の連携・ 協働の更なる 推進

③ユニバーサルデザインのまちづく り の推進

④分野横断の包括的な支援体制の強化

①国際理解・ 国際交流の推進

②コ ミ ュニケーショ ン支援及び外国人区民も 暮らし やすい生活環境整備

③人権と 多様性を尊重する意識の醸成
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1

施策２ -６ 地域全体で の健康づく り の推進と 地域医療の充実

施策２ -７ ス ポーツの楽し さ が広がる 環境の整備

施策２ -９ 生涯にわたる 学びの支援

基本目標

３

施策３ -１ 脱炭素化の推進と 豊かな自然の継承

豊かな環境と 産業の活力で

持続的に発展するまち

施策３ -２ 持続可能な 循環型社会の構築

施策３ -３ 区内企業の自己変革の促進

施策３ -４ も のづく り の次世代への承継と 立地支援

施策３ -５ 新たな 挑戦への支援と 企業同士の交流・ 連携機会の創出

基本目標

２
文化を伝え育み

誰もが笑顔でいきいき暮らすまち

施策２ -８ 心と きめく 豊かな 地域を つく る 　 文化資源の創造と 継承

施策３ -６
活気あふれる 商店街づく り と
魅力ある 観光資源の創出・ 発信

①生涯を 通じ た心身の健康づく り の推進

②科学的根拠に基づく 健康啓発の展開

③健康に関する安全・ 安心の確保

①誰も がスポーツを 楽し める 機会づく り

②ニーズに即し たスポーツ 環境の整備

①個人の学びの充実

②学びを 通じ たつな がり・ 活用の場の創出

③地域の学びを 支える 環境整備

④図書館機能の充実

①脱炭素ラ イ フ スタ イルへの転換

②脱炭素まちづく り の推進

③豊かな自然の継承

①３ Ｒ ＋R e n e w a b leの推進

①変化への対応・ 高付加価値化

②脱炭素化・ デジタル化の促進 

①基盤技術の維持、次世代への承継と も のづく り 人材育成・ 確保

②立地・ 拡張ニーズへの対応と 、産業と 暮らし の調和

①新たな 挑戦への支援（ 創業支援）

②産業交流拠点の形成

③イノ ベーショ ン 創出の推進

①文化芸術に親し む機会の創出

②地域の文化資源の保存・ 活用の推進

①商店街の持続的な運営と にぎわい創出等の支援

②区の魅力の発信と 来訪者の利便性向上
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1

施策４ -１ 災害に強く 回復し やすい減災都市の実現

施策４ -２ 地域力を 活かし た防災対策の推進

施策４ -４ 地域の魅力を 活かし た拠点づく り

施策４ -５ 誰も が移動し やすく 利便性の高い多様な 交通ネッ ト ワーク の形成

施策４ -６ 誰も が快適に暮らし 過ご せる 都市基盤と 住環境の整備

施策４ -７ 世界と 日本をつなぐ 空港臨海部のまち づく り

施策４ -８ 多彩で 魅力ある 公園・ 緑地づく り

施策４ -９ 水と みどり のネッ ト ワーク で やすら げる 環境づく り

基本目標

４
安全・ 安心で活気と

やすらぎのある快適なまち

施策４ -３ 治安がよい美し いまち の実現

①倒れないまちづく り の推進

②燃えない・ 燃え 広がら ないまちづく り の推進

③橋梁の強靱化による発災後の道路ネッ ト ワーク 確保、復旧の強化

④多様な整備手法による 無電柱化の推進

⑤水害から 命を 守る高台まちづく り の推進

①区民の生命・ 身体を 災害から 保護する 救命・ 救助・ 救護体制の構築

②多く の区民が成果を 共有できる普及環境の構築と 防災意識の高揚

③必要な方に物資を 供給できる 物流体制と 生活系廃棄物処理体制の構築

④災害ケースマネジメ ント の実施準備

①蒲田駅周辺のまちづく り

②大森駅周辺のまちづく り

③身近な 地域の魅力づく り

①新空港線の整備促進

②区内公共交通の改善

③広域的な 道路ネッ ト ワーク の整備推進

④誰も が安全で 快適に自転車を 利用できる 環境の整備

⑤街なかのバリ アフリ ー化の推進

①生活道路等の整備

②新技術等を 活用し た予防保全型の橋梁の維持管理

③安心で 快適な住環境の確保

④空家等対策の推進

⑤年齢層に合わせた交通安全教育機会の充実

⑥自転車等利用総合対策の推進

①移動し やすく 、働く 場所・ 遊ぶ場所と して魅力ある空港臨海部の形成

②H
ハ ネ ダ

A N ED A  G
グ ロ ー バ ル

LO BA L W
ウ イ ン グ ズ

IN GSのまちづく り

①誰も が利用し たく なる魅力ある公園の

　 実現に向けた仕組みづく り

②大規模公園・ 緑地の魅力向上

③身近な公園・ 緑地の魅力向上

①みどり の保全、創出、活用の推進

②魅力的な 水と みどり のネッ ト ワーク の形成・ 拡充

③河川の水質浄化対策の推進

①地域団体及び関係機関と の連携・ 協力による区民の安全・ 安心の確保

②特殊詐欺被害、消費者被害防止に向けた取組の強化

③喫煙対策及び環境美化の推進
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　 本戦略を 進めるため、区と し て持続可能な自治体経営を 実践する 上で、最も 大切にする 考え 方や価値観と

し ての「 経営理念」 を 次のと おり 定めます。

　 本戦略で は、次の視点を柱に据えて、持続可能な自治体経営を 実践し ます。

■大田区持続可能な 自治体経営実践戦略

1 経営理念

すべての活動で SDGsに貢献

徹底し た区民の目線で質の高いサービ ス提供

時流の変化を いち 早く 捉えたし なやかな対応

SD Gs 未来都市と し て、SD Gs と のつながり を 重視し 活動し ます。

区民、地域団体、民間企業等、多様な主体と SDGs を 共通目標と し た連携・ 協働を 進めます。

区民ニーズを 精緻に把握し 、効果検証を 徹底する こ と で施策を 研ぎ澄まし 、区が持つ経営資源を 最大

限活かし て心あたたまる 質の高いサービスを 提供し ます。

職員一人ひと り が高い倫理観を 持っ て 、区民の目線で考え行動し 、区民から の信頼感のも と 区民満足

度を 向上さ せます。

庁内が連携し 、スピード 感を 持っ て変化に対応するこ と で、進化を 続ける組織を構築し ます。

将来にわたり 選ばれる 自治体である ために、先を 見据えた施策展開によ り 、新たな価値と 魅力を 生み

出し ます。

こ れま で の経験を 活かし た備え を 平時から 徹底する こ と で 、 災害や新たな 感染症の蔓延な ど 突発的

かつ緊急的な事態においても 、柔軟かつ力強く 対応し ます。

2 取組の柱

１
職員力に 基づく 組織力の

向上と 業務の効率化

取組の例： 人材育成、自治体Ｄ Ｘ の推進 等

２
多様な 主体と の連携・ 協働の

推進と 戦略的な 情報発信

取組の例： 区民協働、公民連携 等

３
強靱な 財政基盤の構築と

公共施設マネジメ ント の推進

取組の例： 基金運用、補助金の適正化 等
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